
 物件費の増

５１億２，４７１万２千円（５億７，８７２万円増、１２．７％増）

・新型コロナウイルスワクチン接種事業（３回目）の増

・新型コロナウイルス感染症検査業務委託料の増

・地域再生可能エネルギー導入促進調査業務委託料の増

 積立金の増

１０億８，２１８万５千円（３億６７０万７千円増、３９．６％増）

・ふるさと支援寄附基金積立金の増

 普通建設事業費の増

７６億１，４６５万５千円（９億６，６１６万５千円増、１４．５％増）

・庁舎建設事業、治水整備事業の増

 市税の増
６５億４，４９６万円（１億３，０７０万円増、２．０％増）

 地方交付税の増
１２７億６，５３２万円（７億３，９４７万４千円増、６．１％増）

 寄附金の増
９億１，０５７万９千円（３億８５７万８千円増、５１．３％増）

令和４年度当初予算（案）のポイント

予算規模 ３９９億７，０００万円
（前年度比 ９億８，９００万円、２．５％の増）
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１ 消防団応援の店事業 １８７千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P４８）

消防団員へ消防団員証を発行し、消防団員やその家族が「消防団応援の店」を利用したとき、協賛店が
独自に決めた優遇サービスの提供を受けるもの。 地域防災力の要である消防団を地域ぐるみで応援する
機運を高め、消防団への入団を促進することにより、地域防災力の充実強化を図る。

２ 新型コロナウイルス感染症対策大学生等応援事業 ２３，０００千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P５８）

新型コロナウイルス感染症の影響により、通常の学生生活を送ることが困難となっている大学生等を応援
するため、 ふるさと八女の特産品等を詰め合わせた応援物資を支給し、日常生活の不安や負担を軽減する
とともに、ふるさと八女市への意識の醸成を図る。

３ 八女市若者応援（奨学金返済支援）事業 ４，０８０千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１０３）

若者の本市への移住 ・ 定住、地元就職の促進と地元企業の人材確保を図るため、高等教育（高等学校
以上 ） 進学時に貸与を受けた奨学金を返還している満３０歳以下で、 要件をすべて満たす者に対し、その
返還を支援する。

４ 再生可能エネルギー利活用事業 ３４，４５４千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１１７）

地球温暖化対策の推進を図るため、本市の再生可能エネルギービジョン（方向性と実施する施策の方針）
を策定し、具体的な事務事業について調査を行う。

新規事業①
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５ 新型コロナウイルス感染症対策生活困窮世帯大学生等支援金支給事業 ３，０１０千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１３３）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済的に困窮し、就学の継続が困難になっている大学生等
に対し、支援金を支給することで就学の継続を図る。

６ 子育て短期支援事業 ４８６千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１５２）

保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童につい
て、

児童養護施設に入所又は里親等に委託し当該児童につき必要な保護を行う。

７ 辺春診療所運営費補助事業 ２，１９８千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１７２）

へき地医療を確保し、安定的な運営を行うために、社会医療法人天神会「辺春診療所」の運営費の一部を
補助する。

８ アピアランスケア推進事業 １８０千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１７３）

がん患者の治療に伴う外見変化（脱毛、手術痕、身体的欠損など）の苦痛を軽減するケアを推進するため
に、医療用ウィッグ等および補装具等の購入費の一部を補助する。

新規事業②
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１ 非常備消防総務費（消防団員報酬） ６５，５００千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P４８）

消防庁による報酬の基準等を踏まえ、団員報酬を拡充し、非常備消防による地域防災力の充実強化を
図る。 ◎災害出動報酬の新設および行方不明捜索報酬の改定を行う。

２ 未来づくり協議会事業（Ｗｉ－Ｆｉ整備） １４９千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P６０）

各団体における地域活動の充実を図り、コロナ禍であっても持続可能な活動体制を強化するため、地域
活動における通信環境を改善する。

３ こども食堂事業費補助事業 １，５９０千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１４５）

子どもの貧困対策に資するため、こども食堂を運営する団体の活動に対する運営費補助を拡充する。

４ 児童虐待防止対策支援事業 １，０８８千円

（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１５１）
児童虐待防止対策の強化を図るため、 困難事例への対応や専門性を高めるための体制づくりとして、

これまでの臨床心理士とスーパーバイザー（児童相談所経験者）に加え、 新たに医師を配置する。

拡充事業①
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５ ファミリー・サポート・センター事業（まかせて会員活動業務補助金） ４，６２８千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１６３）

地域の中で子育ての相互援助活動を行うファミリー・サポート・センター事業において、ひとり親家庭等の
対象者の範囲を拡充、また、利用料金の軽減により子育てによる負担を支援する。

６ 利用者支援事業（基本型） ◎相談体制の強化 １８５千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１６４）

子育て世代包括支援センターへの来館による教育・保育・保健、その他の子育て支援の情報提供および
相談事業に加え、テレビ電話を活用した相談支援やオンライン会議を実施し、新型コロナウイルス感染症の

拡大防止に配慮した相談支援体制を構築・強化する。

７ 利用者支援事業（母子保健型） ◎ＩＣＴ化推進事業 ７７０千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１７０）

子育て世代包括支援センターに母子保健コーディネーターを配置し、妊産婦への相談を行っているが、
新たに電子母子手帳と、自治体からの子育て情報の配信機能を持つ母子手帳アプリ「母子モ」を導入し、

スマートフォンにおいて育児日記や予防接種等のスケジュール管理などについてデジタル化を図る。

８ 産前・産後サポート事業（産後家事・育児支援事業） ５６８千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１７１）

子育て世代包括支援センターに新たに家事・育児支援サポーターを配置し、妊産婦が抱える妊娠・出産
や子育てに関する悩み等についてアウトリーチ型の相談支援を行い、育児不安や負担の軽減を図る。

拡充事業②
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９ 各種がん検診委託事業 ８８，１９２千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１７９）

健診会場までの交通費の一部助成、子育て世代へのファミリー・サポート・センター事業の利用料金の

一部助成および２０歳代、３０歳代健診の個人負担金を軽減し、受診しやすい環境づくりを行う。

10 自殺対策事業 ４３６千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１８０）

臨床心理士によるこころの相談に加え、若年層対策事業として新たに若年層の自殺が増加傾向にある
夏休み明けの自殺予防と、子ども同士でもゲートキーパーの役割や支援ができるよう啓発を行う。

11 成人健康相談・健康教育事業 ３，３６５千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１８１）

①運動習慣定着化教室を開催し、パーソナルケアからジムの利用法、家庭での運動などの指導を行う。
②健康づくりや生活改善が必要な方に、一定期間家庭用血圧計や万歩計を貸出し、高血圧予防の健康
管理や運動不足の解消を促すことで フレイル予防を図る。
③管理栄養士による講話、調理実習や食育SATシステムを活用しライフステージにあわせた摂取栄養量
や栄養バランスについての学習や指導を行う。

12 木材生産・供給体制基盤づくり促進事業 ３２，４７５千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P２１８）

林産業の成長産業化には、森林整備における施業コストの軽減や、木材の有効利用による需要拡大が
必要不可欠であるため、地域の条件に応じた森林整備の促進と、効率的・効果的な作業システムの構築、
並びに木材搬出による森林資源の利活用を促進することで林産業経営の基盤強化を図るため、林産業用
機械等の整備および市内の木材市場や製材所等へ出荷する間伐材に対し、補助支援を行う。

拡充事業③
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13 森林保全整備促進事業 ３６，１８１千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P２１９）

国土保全、水源の涵養、 地球温暖化防止など森林の有する公益的機能の高度発揮や、 安定的な林業
経営の基盤となる森林を総合的かつ計画的に整備を進めるため、森林整備計画等に基づき実施する市内
に属する森林等の保全・整備に要する経費に対し補助支援を行う。

14 林業労働力強化対策促進支援事業（旧森林の担い手対策事業） １３，１００千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P２２０）

林業就業者の福祉向上および福利厚生の充実並びに資格、免許等の習得と技術・技能の向上により、
林業の担い手や自伐型林業者等の育成と確保を図るため林業労働力の強化等に要する経費に対し補助
支援を行う。

拡充事業④

新型コロナウイルス感染症
対策事業

新型コロナウイルス感染症対策事業については、八女市ホームページの「健康・福祉」→
「健康・医療」→「新型コロナウイルス感染症」→「新型コロナウイルスに関する支援情報」に掲載
https://www.city.yame.fukuoka.jp/kenko/1/corona/index.html

7



１ ほたると石橋の館・ホタルと石橋の里公園整備事業 １２１，３２４千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P８５）

２ 庁舎建設事業 ２，６８６，２８５千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P１０４）

３ 河川改良事業 ２７４，８００千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P２２８）

４ 治水整備事業 ５４３，６００千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P２２９）

５ 上水道整備事業（豊岡地区水道整備） ５５５，０００千円
（主要な事業の事業計画兼事業説明書 P２９８）

主な建設事業
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(単位:億円)

○市債の現在高（令和４年度末見込み）
約３８３億７，０００万円 （約２１億８００万円の増）

○基金の現在高（令和４年度末見込み）
約１５７億９，２００万円 （約１１億８，６００万円の減）

一般会計市債・基金残高の推移

臨時財政対策債とは・・・形式的には自治体が
地方債を発行するが、償還に要する費用は、
後年度の地方交付税で全額措置されるため、
実質的には交付税の代替財源
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